















調査期間：2017 年 9 月 5 日（火）～8 日（金） 
 調査場所：モンゴル国ウランバートル市内各所 
 調査先：モンゴル国外務省、マスコミ N 社、ウランバートル市内建設現場
など 
 調査対象者：①モンゴル国外務省北東アジア地域担当局の A 氏、B 氏。②
ウランバートル市内のマスコミ N 社主幹 C 氏（元国会議員で、国会議
員当時「モンゴル・朝鮮国会グループ」団長）。③ウランバートル市内の
建設会社社長 D 氏（現在、201 名の朝鮮人派遣労働者を雇用する合弁会
社 M 社代表）。④ウランバートル市内の建設会社重役 E 氏（過去［2014
～2015 年］、20 名程度の朝鮮人派遣労働者を雇用した経験を持つ O 社
代表）。⑤ウランバートル市内の韓国レストランを経営する F 氏（朝鮮
人派遣労働者がしばしば食事に訪れる関係で、労働者との深い交流を有


























 モンゴルと朝鮮の間には、南北朝鮮が建国されて間もない 1948 年 10 月
15 日に外交関係が構築された。この外交関係はモンゴル・朝鮮の双方にとっ
て 2 か国目の関係樹立であった。その後、1951 年には相互に大使館を開設
し、同じ東側陣営諸国間の友好関係が図られることとなった。これより先、
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1997 年と 98 年には、「モンゴル・朝鮮国会グループ」（モンゴルの国会議
員で構成）、モンゴルの外務大臣と国会議員団のそれぞれが訪朝を行っている。








































る D 氏や G 氏、そして朝鮮人労働者自身も口にする労働者の実数はバラバ
ラである。C 氏は中国人労働者の増加により働き口の圧迫を受け、実数は
1,800 人程度に落ち込んでいると指摘するが、G 氏は 500 人単位で雇用契約
を行っている会社が 60 くらいはあるから、単純計算で今でも 2,000 人～
3,000 人ぐらいはいるだろうと語る。他方、D 氏や朝鮮人労働者の I 氏は、
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の状況があるという（C 氏）。無論、それ以前の 2000 年に朝鮮人労働者の「外
国人労働者税」の免除が約されたように、2004 年以前にも朝鮮人労働者の受
け入れは行われていた13。2004 年以降の枠組では、最大 1 万人（D 氏によれ





















































ついては後述するが、それもまた然りである（C 氏、D 氏、E 氏、G 氏、I
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「月に 300～400 ドル。モンゴルのお金にすれば、60～80 万トゥグルク」（D













る雇用者もいる（D 氏、G 氏）。その「外国人労働者税」は、月給の 15%（D
氏）とも、年 480 万トゥグルク（G 氏）とも言われている。ともあれ、D 氏
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いう意義がある。実際に、2007 年 9 月には、第 2 回日朝国交正常化作業部
会がウランバートルで開催されたほか、日朝間の公式・非公式な接触がモン
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ジア地域研究推進事業」の国際シンポジウム「Migration, Refugees and the 




아의 극동개발과  북한노동자（KINU정책연구시리즈 12-03）』（『ロシアの
極東開発と北韓労働者』［KINU 政策研究シリーズ 12-03］）통일연구원（統
一研究院）、2012년 12월（2012 年 12 月）、이애리아・이창호（イエリア・
イチャンホ）『연해주 지역 북한 노동자의 실태와 인권（KINU통일나침반
15-05）』（『沿海州地域北韓労働者の実態と人権』［KINU 統一羅針盤 15-05］）
통일연구원（統一研究院）、2015년 11월（2015 年 11 月）、최장호・김준
영・임소정・최유정（チェジャンホ・キムジュンヨン・イムソジョン、チェ
ユジョン）『북・증 분업체계 분석과 대북 경제협력에 대한 시사점（연구보
고서 15-13）』（『北・中分業体系分析と対北経済協力に対する示唆点』［研究
報告書 15-13］）대외경제정책연구원（対外経済政策研究院）、2015 년 12
월（2015 年 12 月）など。 
4 たとえば、早稲田大学地域・地域間研究機構第 21 回 ORIS セミナー「北
東アジアにおける労働力移動：海外派遣北朝鮮労働者の事例」（2017 年 4
月 1 日、於早稲田大学）。 
5 ウランバートル市内のマスコミ N 社主幹 C 氏からの聞き取り。 
6 同上。 
7 제.바야사흐／베.인드라（J.バヤサハ／B.インドラ）「동북아시아 안보및 
조선에대한 몽골정책」（「東北アジア安保及び朝鮮に対するモンゴル政策」）
3 頁（国際学術研究会議「北東アジア諸国間の協力可能性とモンゴル国の役
割」2017 年 9 月 9 日、モンゴル科学アカデミー国際関係研究所）。 
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12 聞き取り調査からおよそ 1 週間後に採択された国連安保理決議第 2375 号
（2017 年 9 月 11 日）では、決議後の朝鮮国民への労働許可を提供してはな
らないことが定められた。さらに、同年 12 月 23 日に採択された国連安保理
決議第 2397 号では、朝鮮人派遣労働者の 2 年以内の送還が決定された。 
13 C 氏によれば、1990 年代の半ば頃から朝鮮レストランの経営者、ウエイ
トレスを皮切りに労働者の受け入れが始まった。 
14 C 氏によれば、これら軍人は、現在でも個人経営の農場で働いている。 







17 金正日の死去日である 12 月 19 日も追悼を行うことから休日であるとい
う。 
18 C 氏によれば、毎年春から秋にかけて、5～7 万人の労働者が中国各地か
らモンゴルに流入するという。 
19 注 7 に同じ。 
20 同上。 
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